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非核三原則の堅持と核兵器のない世界の実現に向けた 

取組を求める意見書（案） 

 

日本は、世界で唯一の戦争被爆国として、核兵器の使用による惨禍を二度と繰

り返させないという重要な使命を担っています。「持たず、つくらず、持ち込ませ

ず」の非核三原則は、我が国の平和国家としての歩みを支える基本原則であり、

今後とも堅持していくことが必要です。 

長野市において、昭和 60 年に「平和都市宣言」を行い、核兵器の廃絶と非核三

原則の厳守を掲げ、恒久平和の実現を願う市民の意思を内外に示してきました。

今日においても、その願いは決して変わるものではありません。 

一方、政府は、安全保障の指針となる、いわゆる戦略３文書の前倒し改定に向

けた議論を開始し、これに伴う非核三原則の見直しを不安視する声があります。

国際社会では、核兵器をめぐる緊張が高まり、核兵器の使用や威嚇によるリスク

が増大しています。こうした時代だからこそ、核兵器による抑止に依存するだけ

ではなく、対話と外交努力を通じて核軍縮を着実に進め、核兵器が使用されるリ

スクを低減していくことが求められています。 

広島・長崎の被爆者が長年にわたり伝えてきた「被爆の実相」と核兵器の非人

道性は、国際社会が共有すべき貴重な教訓です。被爆者の高齢化が進む中、その

証言と平和への願いを次世代へ継承するとともに、世界に向けて発信していくこ

とは、唯一の戦争被爆国である日本の責務であり、一昨年には、日本原水爆被害

者団体協議会がノーベル平和賞を受賞しました。 

また、核兵器のない世界を実現するためには、核保有国と非保有国が対立する

のではなく、双方の間に立って対話を促し、共通の目標に向けて合意形成を進め

ることが重要です。 

さらに、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）をはじめとする既存の国際的枠組みを重

視しつつ、核兵器禁止条約を含む国際的な取組を相互に生かしながら、核兵器の

ない世界に向けた現実的かつ実効性のある道筋を築いていくことが重要です。 

よって、国においては、唯一の戦争被爆国としての責務を果たし、核兵器のな

い世界の実現に向け、次の事項に取り組むよう強く求め、地方自治法第 99 条の規

定により意見書を提出します。 

 



記 

 

１ 国是である「持たず、つくらず、持ち込ませず」の非核三原則を、将来にわ

たり堅持すること。 

２ 核兵器の使用及び威嚇に反対し、核兵器の役割と核使用のリスクを低減する 

ため、関係国との対話と外交努力を一層強化すること。 

３ 広島・長崎の被爆者が伝えてきた「被爆の実相」と核兵器の非人道性を国内 

外に発信し、その証言と平和への願いを次世代へ継承するための取組を強化す 

ること。 
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